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第２章　公共施設等の現況及び将来の見通し

①　公共施設
　本市の公共施設＊は７４３施設あり、延床面積は約１１８．７万 ㎡ です。施設類型別に見ると、
学校が最も多く全体の約４０．３％を占め、続いて市営住宅が約２０．２％を占めており、これ
らを合わせると、全体の約６０．５％となります。学校と市営住宅が占める割合が多い状況
は、全国共通の傾向です。

１．公共施設等の現状

第２章　公共施設等の現況及び将来の見通し

　（１）保有状況

▼　類型別資産状況（公共施設）

割合延床面積（㎡）施設数主　　な　　施　　設施設類型
８．２％９７，７３２．１１４６公民館、消防センター、労働福祉会館　等１　集会施設

０．４％５，２１７．５１１公会堂、開成館、久米正雄記念館　等２　歴史・シンボル
　　施設

１．０％１１，３９５．３１７図書館３　図書館
４．９％５７，９５７．０４３体育館、野球場、スポーツ広場　等４　スポーツ施設

４．０％４７，８８５．４１８
青少年会館、高篠山森林公園、ユラックス熱海、
石筵ふれあい牧場、市民文化センター、カル
チャーパーク　等

５　集客施設

４０．３％４７８，２２６．５８９小学校、中学校６　学校
１．４％１６，１６２．３２５保育所７　保育所

０．１％１，２７１．３３６放課後児童クラブ、地域子ども教室８　放課後児童
　　クラブ等

０．５％６，０５１．４１０こども総合支援センター、地域子育て支援セン
ター、少年センター、希望ケ丘児童センター９　子育て施設

１．４％１６，３５８．５８障害者福祉センター、緑豊園、希望ケ丘学園、
ひまわり荘、医療介護病院　等１０　福祉・医療施設

３．１％３７，２１７．７２１市役所、行政センター、連絡所、市民サービス
センター１１　庁舎等

０．９％１１，２６０．７１９４消防団車庫詰所、水防センター、防災倉庫１２　防災施設
２０．２％２３９，９７５．４４１市営住宅１３　市営住宅
３．９％４６，０８５．０６クリーンセンター、埋立処分場１４　清掃関係施設
０．１％４７９．０２９公衆便所、観光地公衆便所１５　公衆便所

７．９％９３，３５６．１４９保健所、温泉事業所、東山霊園、東山悠苑、
デイ・サービスセンター、駐輪場、駐車場　等１６　その他施設

１．７％２０，６２９．１−普通財産、廃校普通財産等
１００．０％１，１８７，２６０．３７４３合　　　計

（注１）延床面積は、市所有建物の延床面積のみが対象
（注２）郡山市公共施設白書＊の分類との対応は、「第４章　施設類型別マネジメント基本方針の１．施設類型区分」に表示



－4－

第２章　公共施設等の現況及び将来の見通し

　市民１人あたりの公共施設＊面積は３．６㎡ ／人で、市民サービス向上のため積極的な整備
を進めてきた結果、中核市の平均に比べ多い保有量となっています。

（注１）行政財産（公共用に使用される財産）が対象
（注２）郡山市のデータは２０１５年３月３１日現在
（注３）他市データは平成２５年度公共施設状況調査（２０１４年３月３１日現在）による。

▼　施設類型別建物保有割合（延床面積）

▼　公共施設面積中核市比較（市民一人あたり延床面積）

（注）複合施設（１つの建物内に複数の施設が入居しているもの）、兼施設（１つの施設そのものが別の施設を兼ねているも
の）は主要施設の面積に分類
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第２章　公共施設等の現況及び将来の見通し

②　インフラ施設
　本市のインフラ施設＊には、公園、水道施設、下水道施設、道路・橋梁があります。

（注１）ちびっこ広場、親水公園は除き、カルチャーパーク、高篠山森林公園は含む。
（注２）郡山市のデータは２０１５年３月３１日現在
（注３）他市データは平成２５年度公共施設状況調査（２０１４年３月３１日現在）による。

▼　都市公園等面積中核市比較（市民一人あたり面積）

▼　類型別資産状況（インフラ施設）

ア　公園
　公園の保有量は６２７箇所３８１．５ｈａです。
　都市公園等の市民一人あたりの面積は１３．７㎡ ／人あり、都市環境整備のため、公園
の整備を積極的に推進してきたことから、市民一人あたりの公園面積は中核市の中で
も広い状況にあります。

（注１）公園のうち親水広場の面積は市所有土地面積のみ。
（注２）公園のうちカルチャーパーク、高篠山森林公園は集客施設に含むため除く。
（注３）郡山市公共施設白書＊の分類との対応は、「第４章　施設類型別マネジメント基本方針の１．施設類型区分」に表示

保有量施設数主　　な　　施　　設施設類型
７，０５４．６㎡１４５建物都市公園、ちびっ子広場、農村公園、親水広場、東部森

林公園１７　公園
３８１．５ha６２７箇所数

２４，９４５．７㎡４１建物上水道、工業用水道、簡易水道に係る浄水場、ポンプ場、
管路等１８　水道施設

１，８４４．７㎞管路
２３，４５１．４㎡２４建物流域関連公共下水道、湖南特定環境保全公共下水道、農

業集落排水に係る浄化センター、ポンプ場、管路等１９　下水道施設
１，２９３．２㎞管路
４８．０㎡１建物内環状線立体交差配水用ポンプ室

２０　道路・橋梁 ３，５５４．０㎞８，７８３道路市道、農道、林道
１３．２㎞８１２橋梁等橋梁、トンネル
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第２章　公共施設等の現況及び将来の見通し

（注１）郡山市のデータは水道事業年報（２０１５年３月３１日現在）による。
（注２）他市データは都市要覧（２０１４年３月３１日現在）による。

▼　上水道普及率中核市比較

イ　水道施設
　水道（上水道・簡易水道）の普及率は９６．８％に達しており、約３２万人に１日１０．６万
 ㎥ の水道水を供給しています。
　市域面積の広さや集落が点在している等の地理的条件等の要因から、普及率は中核
市平均より低い現状です。

（注１）郡山市のデータは２０１５年３月３１日現在
（注２）他市データは都市要覧（２０１４年３月３１日現在）による。

▼　下水道（農業集落排水を除く）普及率中核市比較

ウ　下水道施設
　水道と同様に地理的条件等の要因から、下水道の普及率は７２．０％、下水道と農業集
落排水を合わせた普及率は７６．０％にとどまっています。
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第２章　公共施設等の現況及び将来の見通し

（注１）自転車歩行者道を含まない道路実延長（トンネル、橋梁の延長を含む）の比較。
（注２）郡山市のデータは２０１５年３月３１日現在
（注３）他市データは平成２５年度公共施設状況調査（２０１４年３月３１日現在）による。

エ　道路・橋梁
　道路実延長は約３，５３８．１㎞、橋梁・トンネル数は８１２本あり、市域面積７５７．２０㎢ を支
えています。中核市平均よりも多い市道延長を有していますが、これは水道等と同様
の地理的条件等の要因によるものと考えられます。

③　土地
　本市が保有する土地は約１３，６９６．２万㎡ あり、うち公共施設＊に使用されている土地が
約４．７％、インフラ施設＊は約２２．２％あり、現在行政目的で使用されていない土地で貸付
け＊等を行っていない未利用の土地（将来の施設建設のための先行取得地を含む）は
４７．１％です。
　また、市民一人あたりの土地面積は４０．１㎡ ／人で、中核市の平均よりも低い保有状況
にあります。

（注１）販売用地とは、販売目的で所有している工業団地等の土地　　（注２）貸付は、２０１５年４月１日現在

▼　土地保有割合

▼　道路実延長中核市比較
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第２章　公共施設等の現況及び将来の見通し

（注１）上下水道等の企業会計及び財産区・土地開発基金以外の財産が対象
（注２）郡山市のデータは２０１５年３月３１日現在
（注３）他市データは平成２５年度公共施設状況調査（２０１４年３月３１日現在）による。

▼　土地面積中核市比較（市民一人あたり面積）

（左：中央公民館　右：公会堂）

（本町緑地）
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第２章　公共施設等の現況及び将来の見通し

①　公共施設
　本市の公共施設＊は、約４７．１％が整備から３０年を経過しており、このうち施設類型別
では学校が約４９．０％、市営住宅が約２２．３％を占めています。　
　１０年後には全体の約７６．５％に達し、急激に老朽化が進行する見込みです。

　（２）老朽化の状況

▼　公共施設築年別整備状況

▼　築３０年以上経過施設の内訳
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第２章　公共施設等の現況及び将来の見通し

②　道路・橋梁
　道路は、約９１．１％が市道に認定されてから１５年以上経過しており、２０１０年（平成２２
年）頃まで市街地整備の進捗に伴って一定のペースで市道認定が行われてきたことから、
今後は１５年以上経過した道路の割合は徐々に増加していく見込みです。

▼　道路認定年度別整備状況

　また、橋梁は、建設年度が判明している３８２橋のうち、３０年を経過したものの割合は
約５８．６％となっており、１０年後には全体の約８３．５％に達し、急激に老朽化が進行してい
く見込みです。

▼　橋梁築年別整備状況
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第２章　公共施設等の現況及び将来の見通し

③　公園
　公園内にある建物（管理棟やレクリエーション施設、公衆トイレ等）の３０年以上経過
したものの割合は１２．６％と比較的低い状況ですが、１０年後には全体の約２６．５％となり、
徐々に老朽化が進行していく見込みです。

▼　公園建物築年別整備状況

④　水道
　水道の管路は、高度経済成長期の需要の増大を背景に１９７３～２００３年にかけて多く整備
され、法定耐用年数＊の４０年以上のものの割合は全体の約９．３％にとどまっていますが、
１０年後には全体の約４１．２％となり、急激に老朽化が進行していく見込みです。

▼　水道管路敷設年度別整備状況
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第２章　公共施設等の現況及び将来の見通し

　水道の建物で３０年以上経過しているものは約２０．５％ですが、１９８５～１９９２年に集中的に
整備されており、１０年後には全体の約８７．３％に達し、管路とともに急激に老朽化が進行
していく見込みです。

▼　水道建物築年別整備状況

⑤　下水道
　下水道の管路は、５０年以上のものの割合は全体の約０．５％ですが、１０年後には全体の
約６．４％となり、当面は緩やかに老朽化が進行する見込みですが、１９８８～２００７年の集中
整備時期に整備されたものの割合は７３．９％であり、２０年後頃から急激に老朽化が進行す
る見込みです。

▼　下水道管路敷設年度別整備状況



－13－

第２章　公共施設等の現況及び将来の見通し

　下水道の建物は１９６７年から段階的に整備されており、３０年以上経過しているものは約
３４．９％ですが、１０年後には全体の５５．６％に達し、今後老朽化が進行していく見込みです。

▼　下水道建物築年別整備状況

（旧湖南職員住宅（現湖南行政センター倉庫））

（雷堂市営住宅）
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第２章　公共施設等の現況及び将来の見通し

①　建物
　本市の公共施設＊及びインフラ施設＊の建物については、「郡山市耐震改修促進計画＊」
で対象とする施設のうち、昭和５６年以前の旧耐震基準＊の建物が全体の約４６．７％を占め
ており、８７．７％の建物については耐震化が進んでいます。そのうち、市営住宅は１００％
の耐震化率を達成、学校は約８６．１％の耐震化率です。

　（３）耐震化の状況

▼　市有建物の耐震化状況

▼　市営住宅の耐震化状況 ▼　学校の耐震化状況
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第２章　公共施設等の現況及び将来の見通し

②　インフラ施設（建物を除く）
　インフラ施設＊（建物を除く）については、橋梁、水道及び下水道の耐震化に取組ん
でいます。橋梁については、緊急輸送道路上の橋梁や、鉄道・高速道路を跨ぐ橋梁のう
ち耐震化が必要と判断された５０橋を対象に取組んでおり、耐震化率は約７６．０％です。
　なお、水道及び下水道の管路については、耐震性のある管を使用するとともに接続部
の継手対策や周辺地盤の液状化対策等により、水道は約１２．５％の耐震化率、下水道は約
３７．３％の耐震化率です。

▼　重要な橋梁の耐震化状況

▼　水道の耐震化状況 ▼　下水道の耐震化状況

（注）重要な橋梁とは、災害時の落橋により、生活に大きく影響を及ぼす橋梁（緊急輸送道路上の橋梁や、鉄道、高速道路を
またぐ橋梁など）

（注）上記でいう下水道の耐震化は、「下水道施設の耐震対策
指針と解説」（公益財団法人日本下水道協会）に基づく
耐震対策をいう。
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第２章　公共施設等の現況及び将来の見通し

　公共施設＊の利用状況は、施設の種別により利用者が固定化されており、稼働率が著し
く低い施設も見受けられます。
　また、各施設種別に共通する貸室等の稼働率については、地域交流センターやスポーツ
施設の会議室の稼働率が低く、利用者ニーズの再検討が必要な施設もあります。

　（４）利用状況

▼　貸室等の稼働率（２０１４年度（平成２６年度））

（注１）稼働率＝（貸館として貸出した利用区分＋事業として使用した利用区分）／（施設利用に提供できる利用区分の総数）
（注２）会議室は会議として使用できる部屋（会議室、研修室、和室等）とする。
（注３）会議室以外は、会議室以外の貸室（調理室、広場、宿泊室、展示室、体育館等）を対象とする。
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第２章　公共施設等の現況及び将来の見通し

　今後の人口見通しについては、現住人口及び住民基本台帳人口のデータを基にコーホー
ト要因法＊で行った人口推計によると、２０４０年（平成５２年）時点の総人口の減少率はピー
ク時であった２００４年（平成１６年）の約１４．２％であり、人口構成については、６５歳以上の老
年人口が約８６．３％増加する一方、生産年齢人口が約３１．１％、年少人口が約４２．２％減少する
見込みです。
　このことから、高齢者の増加による扶助費の増加や、生産年齢人口の減少による歳入の
減少、少子高齢化による施設需要の変化等が予想されます。

２．人口の見通し

▼　人口推移・推計

（注１）国のワークシート（国立社会保障・人口問題研究所による推計方法に準拠）に基づき、コーホート要因法＊により推計
（注２）比較割合は現住人口ピーク時の２００４年（平成１６年）の実績値（総人口は現住人口、年齢別人口は住民基本台帳人口）

と２０４０年（平成５２年）の推計値との比較による。
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第２章　公共施設等の現況及び将来の見通し

　歳入の合計は２０１１年度（平成２３年度）から増加傾向ですが、これは東日本大震災による
国や県からの支出金の増加等が主な要因です。
　また、歳入の根幹をなす地方税については、２００８年度（平成２０年度）の５０６億円をピー
クに減少しており、中長期的には生産年齢人口の減少が見込まれることから、今後の増加
は期待できない状況にあります。

３．財政状況

▼　歳入決算額の推移（普通会計）

　（１）歳入の状況
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　歳出の合計は２０１１年度（平成２３年度）から増加傾向ですが、東日本大震災による災害復
旧や除染による費用の増加等が主な要因です。
　また、公共施設等＊の新設、改修＊等を行う際の費用である投資的経費は、震災後は災害
復旧等により若干増加しているものの、ピーク時の１９９８年度（平成１０年度）と比較すると
４８．１％減少しています。
　一方、扶助費については徐々に増加しており、老年人口の増加に比例してさらに増えて
いくと考えられます。

▼　歳出決算額の推移（普通会計）

　（２）歳出の状況



－20－

第２章　公共施設等の現況及び将来の見通し

　普通会計＊の投資的経費のうち公共施設＊の整備に係る財政支出である普通建設事業費＊

は、過去１０年間の平均が約９１．８億円です。
　また、インフラ施設＊に係る財政支出については、下水道が公営企業会計を導入した
２００８年（平成２０年）以降で見ると、普通会計＊のほか、水道や下水道の公営企業会計等＊分
を合わせた平均は約７７．８億円です。

▼　普通建設事業費の推移

　（３）公共施設等に係る経費の状況

（注１）この表における普通建設事業費＊は次のとおり計上
　　　　　普通会計＊……投資的経費のうち普通建設事業費＊

　　　　　簡易水道事業会計……工事費用実績（維持補修＊に係るものを除く）
　　　　　水道事業会計……土地、建物、構築物、機械及び装置の当年度増加額（建設仮勘定は含まない）
（注２）この表の公共施設＊には、公園を含む。
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４．公共施設等に係る経費の見込み

　今後必要とする公共施設＊の改修＊・更新＊費用について、総務省で公表している更新費用
試算ソフト＊を使用し試算すると、現行規模で施設を維持し続けると仮定した場合に必要
となる財政支出は、今後３０年間で約３，８６５億円、年平均約１２９億円になると見込んでいます。
　この数字は新規整備分を含んでいないにもかかわらず、過去１０年間の公共施設＊に係る
普通建設事業費＊の年平均約９２億円の約１．４倍になります。
　また、積み残し分（適正な保全時期に行うべき大規模改修＊の未実施分）の改修＊や更 
新＊がそれぞれ一定時期に集中し、特に更新＊については、２０２９年度（平成４１年度）前後に
ピークに達すると見込んでいます。

　（１）公共施設の更新等費用の推計

▼　公共施設の改修・更新費用

（注）公共施設＊及びインフラ施設＊のうち公園及び道路・橋梁の建物を含む。
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　インフラ施設＊（公園を除く）の更新＊費用も、総務省で公表している更新費用試算ソフ
ト＊を使用し試算すると、現行規模で維持し続けると仮定した場合に必要となる財政支出
は今後３０年間で約４，０３７億円、年平均約１３５億円になると見込んでいます。
　この数字は新規整備分を含んでいないにもかかわらず、下水道公営企業会計導入後の７
年間で計上したインフラ施設＊に係る普通建設事業費＊の年平均約７８億円の約１．７倍になり
ます。
　また、施設の更新＊時期は２０１９年度（平成３１年度）前後にピークに達すると見込んでい
ます。

▼　インフラ施設の改修・更新費用

　（２）インフラ施設の更新等費用の推計
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　今後３０年間の公共施設＊とインフラ施設＊を合わせた公共施設等＊全体の更新＊費用推計は
約７，９０１億円となり、１年あたりの金額は約２６３億円で、下水道公営企業会計導入後の７年
間で計上した普通建設事業費＊の年平均額１６５億円の約１．６倍になります。

▼　公共施設等全体の改修・更新費用

　（３）公共施設等全体の更新等費用の推計


